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イ ン フ レ ー シ ョ ン と 所 得 税 減 税

飯 野 靖 四  

林 宏 昭

I は じ め に

所得税は，所得を担税力の指標とし，所得が高くなればなるほど重い税負担を課すことによって 

垂直的な公平を確保しようとする。そして累進的な所得税は，所得の高い納税者ほど税引き後の可 

処分所得を大きく減少させることによって，所得分配の不平等を是正するという再分配効果を発揮 

する。

しかしながら累進的な所得税は，経済がインフレーション下にある場合にはその負担に歪みを生

じさせる。すなわち，名目所得が上昇する時に税率表と各種の控除からなる累進的な所得税制が名

目額で固定されたままであれば，納税者は自動的に高い税率が適用されるようになり，所得税の負

担額は所得の上昇率以上の割合で増大する。 したがって名目所得の上昇は，それが実質的な成長に

よるものであるかインフレーションによるものであるかを問わず，所得税の負担率を上昇させる結
(1)

果になる。このうちインフレーションによって生じている負担率の上昇は，納税者の同意を得ない 

かくれた増税とみなすことができ，調整の必要がある。

1986年に発表されたO E C Dの研究〔18〕は， 日本の所得税を1975年 （昭和50年）と1983年 （昭和 

58年） について比較した結果，その間の所得税総額の増大のうち約60% がインフレーションによっ 

て生じたものであると推計して，昭和50年代にはいってからの所得税のインフレ調整が不十分であ 

ったことを明らかにしている。

一方，所得税は，通常，累進的な負担を求めることによって所得の再分配効果をもつが，この再 

分配効果もインフレーションによって何らかの影響をうける。たとえば，昭和50年の経済企画庁の 

研究会による報告書〔13〕は，わが国の所得税に関する実証分析より，インフレーションが所得税 

の再分配効果を強める結果をもたらすことを示している。

わが国では，昭和25年にシャウプ勧告に基づいた所得税制が構築されてから，所得税は税制の中で

注 〔1) 同時にこれが所得税のビルトイン. スタビライザーとしての効果をもたらす。
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中心的な地位を占めてきた。そして，高度成長期やオイル• ショックなどの経済環境の変化を経て， 

その間いく度となく所得税制の変更による減税政策が実施されてきた。本稿では，以上のような所 

得税とインフレーションの関係を理論的に説明するとともに，わが国において，インフレーション

及び昭和40年以降実施されてきた所得税減税がインフレ調整の観点からみてどのような効果をもっ
( 2 )

ていたかを明らかにする。そこでまず，第n 節で，所得税のマクロの負担率と所得階層別の負担率 

を用いて，減税政策のインフレ調整効果について検証する。そして続く第in節では，所得税のもつ 

再分配効果に焦点を当て，これもインフレーションと減税政策の効果について実証分析を行う。

n 減税政策のインフレ調整効果

1. インフレ調整効果の測定モデル

Mishan=Dicks-Mireaux〔16〕は，所得上昇あるいはインフレーションが，累進的な構造を持つ 

所得税の負担にどのような影響を与えるかを，ひとつのモデルを用いて明らかにした。

累進所得税のもとでは，納税者1人当りの所得2/と納税者1人当りの税額 t の関係を

t=ay^ (み >1) ...... ( 1 )

と表すことができる。 ここでろは，税額の所得弾力性すなわち税制の累進度を表す。 また，納税者 

1人当りの所得y を，納税者を所得の低い順に並べた場合の納税者数n の連続的な関数であるとす 

ると，

.....( 2)

となる。そうすると(1)式の租税関数は，

t= a lf (n )V  ... . ..(3 )

と書き換えることができる。

さらに，納税者の'総数がiv人であるとすると，総所得y と総税額アは，それぞれ

F  =  j  f(,n)dn .......( 4 )

アニI a if(.n )ydn  ' . ...... ( 5 )

« = 0 ,1 ,2 ,...... , N

である。またこの時の平均税負担率e は T / F である。

いま，経済成長あるいはインフレーションによってすべての納税者の所得が等しい比率で上昇し 

1人当り所得が;l2/=；l / 0 0 になったとする。このときの1人当りの税額は， デ ニ [が GO ?

注 （2 ) この間に実施された所得税減税がすべてインフレ調整のみを目的として行われたわけではないが，少なくとも昭和 

40年代からの減税は，その主目的はインフレーションによる負担率の上昇を防ぐためのものであった。たとえぱ.昭 

和46年8 月の『税制調査会答申』等参照。
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である。そして，所得上昇後の総所得y , と総税額T xは，

Y2=\ XfQn)dn=XY … … （6)

Tx= J a\.Xf(.n)Vdn=k'^T ...... ( 7 )

« = 0,1,2,...... , N

と表されることになる。

名目所得の上昇をインフレーションと実質成長の2 つの要因に分解して考えると（ここでインフレ 

率を/ ^ 実質成長率を/ iとする)，名目所得上昇後の総所得と総税額は

Yx=XY=0 .+ p ')(1+み）y  … ( 8 )

ニ; て=[(1+ /0 0.+h')yT  … ( 9 )

となる。そしてこの時の全体の平均負担率めは

[ (!+ /> )( 1 +/2)]ひ-。e ……a o )

と表すことができ，税額の所得弾力性ろが1 よりも大きいかぎり負担率は上昇することになる。

次に，名目所得が上昇する際に，所得上昇前の税制を基準として完全なインフレ調整が実施され 

た場合の翌年の総税額7V*=お よ び 負 担 率 は ，先の(9), 式で物値上昇率 /> = 0とすることによ 

って求められる。すなわち，

Tx*=(il+hyT ……(11)

6ュ*=(1+ /0(ト。6 ……(12)

である。

2. 所得税滅税のインフレ調整効果

わが国では，石油ショック前の昭和40年代から52年にかけて毎年のように所得税減税が実施され，
(3)

最近では58年と59年に減税が行われている。ここでは上記のモデルに基づいて，わが国において実 

施されてきた所得税減税がインフレ調整の観点からみてどのような負担軽減の効果を持っていたか 

を明らかにする。そしてこれは，モデルの025式で示される完全なインフレ調整が実施されたと想定 

した場合の翌年の負担率と，その年の現実の負担率を比較することによって検証することができる。

本稿で使用するデータは，『家計調査年報』で示される勤労者標準世帯（有業人員1人，夫婦•子供 

2人の4人世帯）の年間収入階級別表による勤め先収入と勤労所得税である。 このデータを用いてわ 

が国の所得税減税のインフレ調整効果を求めるためには，まず先のモデルでの物価上昇率/),所得 

の実質成長率h , そして税額の所得弾力性b を特定化する必要がある。

名目所得の上昇率は，毎年の平均所得の上昇率である。物値上昇率やは，消費者物価指数の上昇

注 （3 ) 昭和58年は r昭和58年分の所得税の臨時特例等に関する法參」による,
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率を利用する。 したがって，平均所得の上昇率を物価指数でデフレートしたものが’実質所得の上 

昇率である。

税額の所得弾力性みは，クロス• セクションによる推計値を利用する。それには，租税関数f ニ《が 

の税額と所得をそれぞれ対数変換した 

In t=\r\.a+b\r\. y

より， ろを推計すれぱよい。表 1 は，昭和40年から59年までの勤労者標準世帯の租税関数の推定結

果でぁ(よ)。これによると，勤労者標準世帯の直面する租税関数の所得弾力性は2. 5 から3 前後であ
(5)

り，年とともに低下の傾向を示していることがわかる。

表 1 租 税 関 数 の 推 定 結 果

年 次 In a ろ 決定係数 ろの/値 年 次 In a ろ 決定係数 ろの/値

昭和40年 -18 .1229 3 .1659 0. 974 23.13 昭和50年 -19. 7226 2.9961 0. 972 22. 64

41年 -20. 0426 3.4034 0. 985 27. 67 51年 一21.2534 3 .1832 0. 994 49. 88

42年 一22. 3795 3.6787 0.976 21.21 52年 -21.4550 3 .1820 0. 973 21.63

43年 -18 .6082 3 .1261 0. 956 16. 91 53年 一19. 5512 2.9396 0.962 18.12

44年 一22.1086 3 .5677 0. 936 14. 82 54年 -18. 5786 2.8311 0.982 28.04

45年 一19.1197 3 .1155 0. 919 12.17 55年 一18.7643 2. 8431 0. 989 38. 73

46年 -20. 4753 3.2823 0.991 36.86 56年 -17. 5272 2. 6983 '0 . 988 36.31

47年 -21. 6454 3.4114 0. 968 18. 39 57年 一17.6784 2. 7157 0. 987 35.18

48年 一17. 0501 2 .7868 0.988 32. 09 58年 - 16 .1316 2. 5399 0.985 31.65

49年 一20. 0256 3. 0790 0. 942 15.12 59年 -16. 6482 2. 5868 0. 992 44.12

以上の想定に基づいて，現実の平時負担率と，前年の税制を基準としてインフレ調整が実施され 

たと想定した場合の負担率を求めたものが表2 および図1 である。図 1 で，実線は現実の負担率の 

推移，破線はインフレ調整の完全実施を想定した場合の負担率である。たとえば40年の負担率から 

岀発して，41年の時点で破線が実線の上方に位置していれば，41年の減税政策がインフレ調整以上 

の負担軽減効果をもっていたことを意味している。

これによるサ析結果は以下のとおりである。

〔41年〜46年減税〕……毎年，税率表の改訂と給与所得控除，基礎 . 配偶者•扶養の各控除の引上

げが行われ，経済の高度成長にともなって，所得の美質成長があったにもかかわらず負担率は下落
( 6 )

しており，減税はインフレ調整以上の効果をもっている。

注 （4 ) 指数形の租税関数を想定すると. 所得が極端に大きくなれぱ税額が所得を上回るという結果になるが， が小さい 

値になっているために. このような問題は生じない。また，租税関数の推計に際しては，低所得層で税額が0 あろい 

は著しく低し、額になっているケースがあり，これが推計結果に大きな影響を及ほ'すと考えられる場合には推計のデ一 

タからはずした。

( 5 ) 税務統計に基づいて，給与所得者の税額の所得弾力性を推計すると，約 2になるが，この差は『家計調査年報』で 

は，標準世帯を利用しているために課税最低限が税務統計を利用した場合よりも大きくなっていることによる。税率 

構造が同じであれば，課税最低限が高いほど税額の所得弾力性は高くなる。

■C 6 ) 47年には税制改正は行われていないにもかかわらず，減稅効果が現れてし、るのは46年の年内減税による効果であろ。
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表 2 滅税政策のインフレ調整効果

年 次
平 均 所 得  

(1’ 000円）

負 担 率  

(め

平 均 所 得  
上 昇 率  

(め

物価上昇率 

(め

実質成長率 

(%)

インフレ調整 
を想定した場 
合の負担率 

(%)

昭和40年 715.7 3.51 — — — —

41年 791.4 3. 35 10. 58 5. 25 5. 06 3. 91

42年 909.8 3.32 14. 96 3.81 10. 74 4. 28

43年 975.6 2.91 7. 24 5. 37 1.77 3. 48

44年 1,085. 4 2. 83 11.25 5. 36 5. 59 3. 27

45年 1,257. 6 2.72 15. 87 7.63 7.65 3. 42

46年 1,405. 8 2. 85 11.78 6.15 5.31 3.03

47年 1,556. 2 3. 02 10. 70 4.45 5.98 3. 26

48年 1,837.1 3.53 18. 05 11.73 5. 66 3.45

49年 2, 259. 9 2. 63 23. 01 24.43 -1.14 3.46

50年 2, 540. 3 2. 24 12.41 11.81 0. 53 2. 66

51年 2, 861.2 2. 92 12. 63 9. 33 3. 02 2. 37

52年 3’ 115.1 2. 93 8.87 8. 03 0.78 2. 97

53年 3, 320. 5 3. 01 6. 60 3.83 2. 66 3 .11

54年 3’ 562.1 3.42 7. 27 3. 58 3. 57 3. 23

55年 3, 793. 9 3. 66 6.51 7.99 —1.37 3. 34

56年 4, 021.6 4 .14 6. 00 4. 90 1.05 3.73

57年 4, 281.8 4. 67 6. 47 2. 67 3.70 4.40

58年 も 476. 8 4. 90 4. 55 4. 58 一 0. 02 4. 67

59年 も 700. 6 4. 86 5. 00 2.19 2.75 5.11

図 1 減税政策のインフレ調整効果

(%)

負担率

年次
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〔48年減税〕……オイル . ショックの影響で物価上昇率が11.73 % と2祈を記録し，平均所得も 

18.05%の伸びを示している。諸控除の引上げによる減税が実施されたが， インフレ調整効果はい 

くぶん不十分であったといえる。

〔49年減税〕… 実質所得は低下しているものの，物価上昇率は24.43 % に達し，平均所得の名目 

値も大きな伸びを示している。それにもかかわらず，控除の大幅な引上げと税率階層区分の祐大に 

よる，いわゆる「2 兆円減税」が実施され，負担率は前年の3.53%から2.63%まで低下しており， 

大きな実質減税になっている。 とりわけこの年は，給与所得控除が大きく拡大され，またそれまで 

の上限規定が廃止されたことにより，給与所得者の減税規模が非常に大きかったことが影響してい 

ると考えられる。

〔50年減税〕……課税最低限引上げのための諸控除の引上げが行われ，所得の実質成長があったに 

もかかわらず，それにみあっただけの負担率の上昇は見られない。

〔52年減税〕……諸控除の引上げによる減税が実施され，ほぽインフレ調整にみあう負担軽減が行 

われている。

〔58年減税;]……特別措置に基づいて諸挫除の引上げが実施されたが，インフレ調整は十分ではな 

く，名目所得の上昇が実質的な負担増に結び付いている。

〔59年減税〕……諸控除の引上げとともに税率構造の緩和が実施され，実質的な減税となっている。

52年から57年にかけては，所得税制が固定されたままであったために，53年'を除いて各年とも現 

実の負担率がインフレ調整済みの負担率を上回っており，この間にかなり大きな実質増税が生じて 

いたことを示している。

3. 所得階層別にみた所得税負担

以上は平均負担率，言いかえれぱマクロの負担率でみた減税政策のインフレ調整効果であるが， 

インフレーションによる所得税負担の歪み，あるいは減税政策のインフレ調整効果は，所得水準に 

よって必ずしも一定でないことが予想される。そこで次に，実質タームで所得水準を一定として， 

所得税負担率の推移を調べてみることにする。

図 2 は，59年価格で給与収入が300万円，500万円，700万円，1,000万円の各水,にある勤労者標
C7)

準世帯についての40年から59年にかけての負担率の推移を示したものである。 もしこの期間を通じ 

て，所得控除および税率階層区分が物価水準の上昇に応じて自動的に引き上げられる完全なインフ 

レ調整（インデクセーション）が実施されたならば，各所得水準に対応する負担率は一定で推移する 

はずである。 しかしながら，結果はインフレーションによる負担の歪みと，この間に実施された減 

税政策を反映して，レ、ずれの所得水準においても大きな変動がみられる。

注 （7) 給与所得控除，基礎 . 配偶者. 扶養の各控除を考慮し社会保除料控除は給与収入額の5 %として計算した。

—— 69 (.407' ) ——



図 2 実質タームでみた所得階層別所得税負担率の推移

「三田学会雑誌」79卷4 号 （1986年10月）

(%)

負

担

率

年 次

(注） 所得額は59年価格。

40年代は，毎年のように実施された減税政策の効果を反映して，各所得階層とも負担率は大きく 

低下している。これに対して，50年代にはいってからは，52年から57年まで税制が固定されたまま 

であったために，各階層で実質的な負担増となっている。インフレ調整の観点からは，昭和59年現 

在, 50年当時と比較するとすベての階層で負担率は高くなっており，この期間を通じてみれぱイン 

フレーションに対する税制の調整は不十分であったといえる。 しかしながら，オイル.ショック前： 

の45年の負担率と比較すると，ほぽ等しい負担率が確保されていることがわかる。

ところで， このような分析を行うと，現在の所得税負担は40年代と比べると非常に軽くなってい 

るような結果になる。そこで次に，この期間の勤労者標準世帯の年間平均絵与所得をとって負担率 

の推移を見てみることにする。昭和40年の年間平均所得は71万 5, 700円で，所得税の負担率は2.11 

% となっている。45年にはそれぞれ125万7,600円と2.22%, 50年は254万300円と1.82%である。こ 

れに対して59年には年間平均所得が470万600円で，この世帯の負担率は4. 42%まで上昇している。 

このことは，常に各時点での平均的な生活を営んでいる場合であっても，所得税の負担率は大きく 

上昇していることをあらわしており，これが近年の重税感の一因となっていると考えられる。

m インフレーションと所得税の再分配効果

1. インフレーションと課锐後所得の分配状況

累進的な構造を持つ所得税は，所得水準の高い納税者ほど重い税負担を課すことによって，言い
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かえれば所得水準が上昇すればするほど高い比率で可処分所得を減少させることによって所得の再 

分配効果を榮揮する。

所得税の負担がインフレーションによって歪められることは前節でみたとおりである力’、，その影 

響が所得階層によって異なるのであれば，インフレーションによる名目所得の上昇は，所得税のも 

つ再分配効果にも何らかの影響を及ぼすことが予想される。本節では，Kakw ani〔12〕に基づいた 

簡単なモデル分析によって，インフレーション下における所得税の再分配効果について考察し，統 

いて昭和40年以降，わが国においてインフレーションならびに税制変更が所得税の再分配効果に対 

してどのように作用してきたかを分析するシミュレーションを行う。

まず，モデルで用いる記号は以下の通りである。 

y ：各納税者の課税前所得 

t : 各納税者の税額 

N : 納税者の総数

パ!/):納税者の所得に関する分布関数 

F : 総所得(=$  yfCy)dy) 

e : 全体の平負担率 

そしてここでも，累進的な構造をもつ租税関数は 

t=ayb (ろ >1)

とする。

次に，課税前の所得がX 以下である納税者数の累積比を a;) とすると，

パ め = £ 1 / ^  ……(13)

となる。また，課税前の所得が ic以下である納税者の課税前所得の累積比をZK aOとすると，

の ( か サ ^  … （14)

と表される。そうすると，この両者の関係を示すものが課税前のローレンツ曲線である。

ここで所得税を考慮にいれ，課税前の所得が3J以下である納税者の課税後所得の累積比をGo(aO 

で表すと，

か iK j/ザ ザ 生  ……(15)

となり，F(：x)と GoGc)の関係が課税後所得のローレンツ曲線になる。所得税が累進的なものであ 

れぱ，

DCx'XGoCaO

となるから，所得税によって分配状況は平等化されることになる（図3)。

いま，各納税者の所得がインフレーションによって100カ％，実質成長によって100/z% ずつ上昇
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したとする。そうすると，所得，税額，負担率はそれぞれ 

2/i=(l+/>)(1+み)，F i= (l+ /0  a + h d Y  

t i = a { 0 . + p ' ) (1+み)}®が 

e i = e { 0 . + p ' ) (1+/0}ト*

となる。この時，当 初 （所得上昇前）の課税前所得が0；以下である納税者の課税後所得の累積比を 

G x(.x ')とすると，

Gム ) = .バ-(y▽ゾ。デ dy-

「三田学会雑誌」79卷4 号 （1986年10月）
(8)

fU(l+p)Ql+h)y—aU+P)''Cl+n/y^l J\y)dy 
一 (：l+pXl+h')Y-ex(il+pXl+hlY 

となり，/^(aOと G G c )の関係が所得上昇後のローレンツ曲線である。

(16)

図 3 課税前後のローレンツ曲線 図 4 税額と所得の累積比

インフレーションと実質成長による名目所得上昇の結果生じる課税後所得の分配状況の変化は， 

同一の所得水準》に対応するG )(aOか ら G i(aO への変化によって表すことができる。すなわち， 

GxCx ) — GqCx ')

が 正 （負）であれば，課税後所得の分配状況は所得上昇前よりも平等化（不平等化）したことにな

る。そしてこれを展開すると，

GiCx') — GoCx')

i tCyx— dy ftOy-ay^^fCy') dy
Yx-exYx Y

め K1+/0 トi(i+/0 トし1} 
(1-̂ス）{〔1+めト1(1+/0ト1-め}

め K 1+ /0ト * a + / o ト1一1}

■eY

X
ioyfdy')dy K f l  が/ ( 2 / )め/

Y

[ZXaO— ©〔aO]

eY

■(17)
a - め）K1+/0 ト1(1+か -i- e j  

となる。ここで ©(aOは，当初の課税前所得がa;以下である納税者によって支払われる税額の累積

比である。（17)式で，分数部分は所得上昇後の全体の平均負担率が1 を上回らない限り正であ

注 （8 ) この場合は，課税前所得の分配状況は変化しない。
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る。 したがって，Gi(aO — Go(a;)が正の値になるかどうかは，課税前所得の累積比Z K o O と税額の 

累積比を表す© (aO の大小関係によって決定される。

iK a O とQ (a O の関係は，横軸に所得の累積比，縦に税額の累積比をとったグラフの形状を調 

ベることによって確かめられる（図4)。 まず，Q (a O を/K a O で微分すると

一 {\KeY)'\ax^f(^x)dy _  a .- w i ......ひぬ

dD<i.x) (l/F )ic /(aO  め/ e 

であるから，グラフは右上りである。これをもう一度ZKaOで微分すると，

(^Q ix) diax^~^/e) dx a 1、 ,ir\、

てi T ^ (ろ—1) . . . . . . ( 1 9 )

となり，b > l , すなわち所得税構造が累進的なものであれば，（19)式の値は正であるから，グラフ

は45度線の右側に位置することになる。 したがって，任意の所得水準a;では

DCx) >  QCx)

という関係が得られる。そうすると，先の

GiCx^—GoCx^

の符号は正になる。言いかえれば，名目所得の上昇は課税後所得の分配状況をより平等なものに変 

える結果をもたらし，所得税制を固定したままであれば，その再分配効果は所得の上昇とともに強 

くなる。

2. 所得税制の調整

以上で，名目所得の上昇が累進的な所得税の再分配効果を強化することは明らかになったが，次 

に所得税制がインフレーションならびに実質成長による負担率の上昇に対して調整が行われるケー 

スを考えてみよう。 このような調整は，租税関数

の，税額の所得弾力性を一定に保ち， を調整することによって達成される。

名目所得上昇前と上昇後の全体の平均負担率e と は ，それぞれ

… … (20)

め{(i+ />Xi+み）}がTXi/)め/ ひ
の a + p )c i+ h )v  、U

となる。 ここでめは，調整を行った場合の0 である。

第 1の調整は，所得の上昇があった時にも全体の平均負担率e を一定に維持し，所得水準の変化

が所得税の負担率に影響を与えないようにする調整である。すなわち，負担率が

e=e2

であるためには，所得上昇後の 7̂ (め）が

aュニ { ( 1 + / 0 ( 1 + の } レ1 … … ( 2 2 )
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となるような調整を行う必要がある。 をこのように調整すると課税後所得の分配状況は，

GiCx^ — GoCx')

_ S0 [め一{(1+_^)(1+み)}ト1 か fK y - a y b - ) fW y  

Y i-eY i Y -eY

=0

となり，所得上昇の前後で課税後所得の分配状況には変化は生じない。 したがって，所得税の再分 

配効果は所得変化による影響を受けないことになる。

名目所得上昇に対する第2 の調整は，税 制 〔税率表の刻みと所得控除）を物価上昇に応;じてスライ 

ドさせて，負担率の上昇を実質成長によるものだけに制限しようとするものである。これには，租 

税関数のを物値上昇率に合わせて調整すればよい。そうすると，所 得 上昇後の (め）は，

め= ……（23)

になる。またこの時，所得上昇後の税負担率e iは，

であるから，課税後所得の分配状況の変化は 

Gi(aj) -  Go(aO

_  3。[ ル - ( ! + / > ) ' - ' が ] , (2 / )ゴ2/ _iliy-ayb')f(iy')dy 
Yx-eYx F - ^

め { ( 1 + み) レ1 + 1 }
[ZXaO — (XaO]

(X~ex) { G + A ) ® - i一め}

となり，実質成長の影響による所得税の再分配効果の強化が生じる。

以上の結果をまとめると次の通りである。所得が上昇する期間を通じて税制を固定し，いかなろ 

調整も行わない場合をケース1 , 全体の平均負担率を一定に保つ調整を行う場合をケース2 , そし 

てインフレーションに対して税制を中立化する調整を行う場合をケース 3 とすると，所得が上昇し 

た時の課税後所得の分配状況の変化は，それぞれ

〔ケース 1 〕

GiCo;) —Go(a?)

— {(X + p y  1Q1+み） -1} [ 一© 广《；)]

a-ex){a+py-Kl+hy-^-ex] Lパ〔だ） J 

〔ケース2 〕

GiCflO — Go(3J)=0 

〔ケース3 〕

G i(® ) -  Go(a;)

= (1ニ さ お な [の(ぉ (め]
である。 したがって，名目所得が上昇することによる所得税の再分配効果の強化の度合は，
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ケース 1 > ケース 3 > ケース 2 

となる。

3 . わが国におけるインフレーシヨン.税制変更と所得锐の再分配効果

ここでは，わが国においてインフレーションならびに各年の税制改正が累進所得税の再分配効果

に対してどのような影響を与えてきたかをシミュレーション分析によって明らかにする。ここでシ

ミュ レーションの対象とするのは，前節で用いたのと同様，『家計調查年報』の年間収入階級別勤

労者標準世帯で，各年の租税関数も前節で推計した結果を利用する。

ここでは，あるひとつの尺度を用いて課税前と課税後の所得の分配状況の不平等度を示し，その

両者の比較によって所得税の再分配効果を定義することにする。そこでまず，分配状況の不平等度

の尺度としては，所得の累積比と納税者の累積比の関係を表すロー レンツ曲線から導かれるジニ係
(9)

数を用いる。そして所得税の再分配効果は，このジニ係数が課税によってどれだけ低下するか，す 

なわち

課税前のジニ係数一課税後のジニ係数 
一 課 税 前 の ジ ニ 係 数

をここでの再分配係数と定義する。

表 3 は，昭和40年以降，所得税の再分配効果に対して，インフレーションとその間に実施された 

税制変更がどのように影響してきたかを示した結果である。

a の欄は，各年の課税前所得のジニ係数である。 これは，年ごとの分配状況の変化を反映して45 

年の 0 .1588から42年の 0.2056までかなりのバラツキが見られる。全体的な趨勢としては，40年代 

前半から次第に不平等度は低下してきているということができる。
(10)

b の欄は，各年の推定租税関数に基づく課税後所得のジニ係数である。 この値にも毎年かなりの 

バラツキがみられるが，この変動は課税前所得の上昇とそれに伴う分配状況の変化，そして税制変 

更によって生じていると考えられる。再分配係数は，上述のとおり課税前ジニ係数が，課税によっ 

て何％低下したかを求めたものである。

C の欄は，各年の課税前の分配状況のもとで，その前年の税制がそのまま変更されずに適用され 

たと想定した場合の課税後所得のジニ係数である。

ところで，このCは現実の課税前所得の分配状況に基づくものである。 したがって，その前年か 

らの課税前の分配状況の変化を反映している。そこでこの分配状況の変化による所得税の再分配効

注 （9 ) ジニ係数には，異なった形状のローレンツ曲線であっても同一の値が示される可能性が生じるという欠点があるが， 

所得の分配状況を数量的に把握し比較しうるという点ではすぐれており，特に税制の再分配効果の比較には適してい 

る。

( 1 0 )推定した租税関数を利用した課税後所得の総額と，実際の課税後所得の総額の差は，いずれも0.02%から0.4 % で 

ある。
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表 3 インフレーション及び税制変更の所得税の再分配効果に対する影響

「三田学会雑誌」79巻4 号 （1986年10月）

年 次

課税前所得 現実の課税後所得
前年の税制を維持した場合の課税後所得 前年の税制を物価 

調整した場合の課 
税後所得現実の分配状況 前年と同じ分配状況

ジニ係数 

a

ジニ係数 

b

再分配 
係 数  
( a - b )

ジニ係数 

C

再分配係数 
(.a - c)

ジニ係数 

d

再分配係数 
{ ( a , - l)- d }

ジニ係数 

e

再分配係数
(^a-e ジ

a

(%)

(a  -1) 

(め

a

(め(%)

昭和40年 0 .1925 0 .1790 7. 01 — — — — — —

41年 0 .1956 0 .1817 7.11 0 .1792 8. 38 0 .1756 8.78 0 .1810 7.46

42年 0. 2056 0 .1886 8. 27 0 .1834 10. 80 0 .1759 10. 07 0 .1854 9. 82

43年 0 .1827 0 .1725 5. 58 0 .1670 8. 59 0 .1849 10.07 0 .1692 7. 39

44年 0 .1666 0 .1567 5. 94 0 .1552 6. 78 0 .1698 7. 06 0 .1565 6.06

45年 0 .1588 0 .1508 5. 04 1.1449 8. 75 0 .1519 8. 82 0 .1474 7 .18

46年 0 .1686 0 .1586 5. 93 0 .1581 6. 23 0 .1486 6. 42 0 .1594 5. 46

47年 0 .1694 0 .1584 6.49 0 .1567 7. 50 0 .1559 7. 53 0 .1579 6. 79

48年 0 .1645 0 .1544 6 .14 0 .1471 10. 58 0 .1527 9. 86 0 .1513 8. 02

49年 0 .1768 0 .1685 4. 69 0 .1625 8.09 0 .1497 9. 00 0 .1673 5. 37

50年 0 .1635 0 .1575 3. 67 0 .1545 5. 50 0 .1662 6. 00 0 .1564 4. 34

51年 0 .1774 0 .1673 5.69 0 .1680 5.30 0 .1559 4.65 0 .1696 4.40

52年 0 .1702 0 .1596 6. 23 0 .1570 7. 76 0 .1651 6.93 0 .1593 6. 40

53年 0 .1706 0 .1618 5 .16 0 .1596 6. 45 0 .1580 7 .17 0 .1605 5. 92

54年 0 .1581 0 .1482 6. 26 0 .1483 6. 20 0 .1605 5. 92 0 .1490 5.76

55年 0 .1601 0 .1501 6. 25 0 .1493 6. 75 0 .1469 7.08 0 .1508 5. 81

56年 0.1688 0 .1572 6. 87 0 .1563 7.41 0 .1490 6. 93 0 .1574 6. 75

57年 0 .1742 0 .1601 8.09 0 .1602 8. 04 0 .1558 7. 70 0 .1609 7.63

58年 0 .1664 0 .1537 7. 63 0 .1529 8.11 0 .1590 8. 73 0 .1539 7. 51

59年 0 .1764 0 .1616 8. 39 0 .1604 9. 07 0 .1526 8. 29 0 .1609 8.79

〔注） （a , -1)は 1期のa 。

果に対する影響を除去するために，各年とも前年からの平均所得の上昇率ですベての階層の所得が 

比例的に上昇したと想定して，前年の税制を適用した場合の課税後のジニ係数を求めたものがd の 

欄である。再分配係数は， b とCがその年の課税前のジニ係数に基づいて求めているのに対して， 

d に関しては基準とするべき課税前のジニ係数は前年の値である。

e の欄は，各年の現実の分配状況のもとで，その前年の税制がインフレーションに対して完全に 

中立化される，すなわち控除及び税率表の刻みが物価上昇率に応じて引き上げられるインデクセー 

ション（モデルの第2の調整）が実施されたものとして適用した場合の課税後所得のジニ係数である。 

先のモデルより，税制のインフレーションに対する調整は，前年の租税関数 

t=ayb

の の 値 を ，その年に

の = a + p y - ^

と変更する調整を行えばよいことになる。そして再分配係数は，その年の課税前のジニ係数を基準
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に求められる。

以上の結果のうちで，比較の意味があるのは， b の再分配係数とC の再分配係数，前年のb の再 

分配係数とd の再分配係数， C の再分配係数とd の再分配係数，そしてb の再分配係数とe の再分 

配係数である。

まずb すなわち現実の税制の再分配係数と， Cすなわち当該年の課税前分配状況のもとで前年の

税制が，そのまま維持されていたとした場合の再分配係数を比較することによって，毎年の税制変

更の再分配効果に対する効果を明らかにすることができろ。各種の控除の引上げや税率構造の累進

度の緩和による減税政策は，図 2 でみられるように，各所得階層で実効税率を引き下げてきた。そ

してこの減税政策を通じて，所得の上昇による所得税のもつ再分配効果の上昇も抑制されることに

なる。表 3 では，特に昭和40年代に連続して行われた減税政策によって，所得税の再分配効果は，

ほぼ毎年前年の税制を維持した場合よりも小さくなっていることがわかろ。なかでも，税率表の改

正が行われた45年と，第 1次オイル • ショックのあった48年から49年にかけての再分配効果の低下

は顕著であり，45年には3.71%ポイント，48年と49年はそれぞれ4. 44%ポイントと3. 40% ポイント
(11)

下回っている。

d の欄は，前年から当該年にかけて全階層で等しい所得上昇（平均所得の上昇率）があったと想定 

し，前年の税制がそのまま適用された場合の課税後所得のジニ係数であるから，前年の実際の再分 

配効果とは税制と課税前の分配状況が同じで，所得水準だけが上昇したものである。 これによると， 

モデル分析によっても示されたように，明らかに所得水準の上昇は所得税の再分配効果を強化する 

ことが確かめられる。そして， Cのジニ係数とd のジニ係数の差が課税前所得の分配状況の変化に 

よって生じたものである。課税前の分配状況が前年よりも平準化している年には， Cのジニ係数は 

d のジニ係数よりも低くなっている。一方，課税前所得の分配状況の変化の再分配効果に对する影 

響は，この分析のみでは明確な傾向を示すことはできなL、。

昭和40年代から50年代初めにかけて実施された減税政策は，主としてインフレーションによる貪 

担率の上昇を防ぐためのものであった。そこで，現実に実施されてきた税制変更が，インフレ調靈 

という観点からみて所得税の再分配効果に対してどのように影響してきたかを分析してみよう。所 

得税制がインフレーションに対して中立化されている場合には，所得税の負担率は実質成長のみの 

影響を受けて上昇する。そして同時に，所得税の再分配効果もこの実質成長によって強められるこ 

とになる。 したがって，課税前所得の分配状況には若千の変化が生じているものの前年のb の再分 

配係数からe の再分配係数への変化は， もっぱら所得の実質成長（低下）を反映したものであると

インフレーションと所得税減税

注 （1 1 )昭和48年は，負担率の観点からはインフレ調整が不十分であったにもかかわらず，再分配効果にはインフレ調整£1 

;上の低下がみられる。これは租税関数の推定結果で示されるように，48年の税制変更が，所得に比例して増加する給 

与所得控除の拡大によって，锐額の所得に対する弾力性を大きく弓Iき下げる変更であったことが作用していると考;t  

られる。
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みなすことができる。また当然のことながら，前年の税制をインフレ調整したe の再分配係数は， 

前年の税制を維持したCの再分配係数よりも小さくなっている。

現実の課税後所得のジニ係数であるb の再分配係数とe の再分配係数を比較すると，おおむね減 

税が実施されたすベての年でb の再分配係数の方が低くなっている。 これは，この間に行われた税 

制変更が，インフレ調整以上に再分配効果を弱める結果になっていたことを表している。

以上のようなインフレーションあるいは所得水準の上昇，課税前の分配状況の変化，そして税制 

変 更 （減税政策）による所得税の再分配効果に対する影響をすべて反映しているのがb の再分配係 

数の推移である。全体的な傾向としては40年代初めに7 %から8 % であった再分配係数が，40年代 

の大規模な減税政策によって段階的に低下し，50年には3.67% にまで低下している。そして50年代 

にはいってからは，インフレーションならびに実質成長によって所得水準が上昇しているにもかか 

わらず，所得税制が固定されたままであったために再分配係数は次第に上昇し，近年では再び8 % 

台にまで上昇している。

I V む す び

累進的な所得税は，ある1年をとらえてみれば所得水準に応じた負担を求めることによって垂直 

的な公平を確保することができる。しかしながら，ひとつの所得税制が構築された時点での負担水 

準や所得階層毎の負担配分を最適なものであると仮定したならば，所得水準の変化，とりわけイン 

フレーションによって生じる名目的な所得の上昇は，所得税制に調整が行われない限り，当初の意 

図とは異なった結果を引き起こす。すなわち，インフレーションによる名目所得の上昇は，室質的 

な経済成長に見合ったもの以上の負担率の上昇をもたらし，同時に所得税のもつ再分配効果は当初 

の状態以上に強められる。

わが国では，所得の上昇という経済状況の変化に対して，アドホックな減税政策を行うことによ 

って対応してきた。ところがこれらの所得税制の変更は，必ずしも一定のルールにしたがって実施 

されてきたわけではない。そのために，インフレーションに対する中立性という観点からみると， 

その効果には年によって違いがある。本稿では，まずマクロ及び所得階層別の負担率をもって昭和 

40年以降の減税政策のインフレ調整効果を分析し，続いて所得税のもつ所得再分配効果がインフレ 

ーション及び税制変更によってどのような影響を受けてきたかを分析した。

これによると，昭和40年代の減税は，負担率ではインフレ調整以上の実質減税になっており，再 

分配効果もその強化が抑えられ，また43年，48〜49年の減税では再分配効果に大きな低下が生じて 

いる。一方，50年代にはいると「財政赤字」 という税制そのものの議論とは異なった観点からの要 

請により，所得税制は過去にみられないほど長期にわたって据え置かれたために，所得税負担率に
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はインフレーションによる名目的な所得上昇に基づく上昇が生じている。

実質タームでみた所得階層別負担率は，昭和40年代の連続的な減税の効果により，59年現在でも， 

40年代の初めと比較すると依然として低くなっている。 しかしながら，40年と今日では所得の分配 

状況に大きな差があり，たとえば昭和40年には59年価格で1,000万円に相当するような所得を持つ 

人は非常にわずかであったことを考慮すると，必ずしもこれによって現在の負担水準が低くなって 

いるとはいえない。今日のように平均所得の水準が上昇し， しかも分配状況が平準化した状況のも 

とでは，次第に租税構造の累進度の高い領域あるいは税率表の高税率の範囲に納税者が集中するよ 

うになり，本稿の後半の分析でみたように，再分配効果は40年代前半を上回ってきてさえいる。こ 

の所得税の再分配効果をどの程度の大きさに設定すべきかは一層の分析を必要とするが，現在のよ 

うに，中堅層以上の給与所得者に大きな重税惑が生じている状況では，今後一層の再分配効果の強 

化をもたらすような結果になることは望ましいことであるとは考えられず，むしろ，所得の平準化 

や，財政支出面での再分配効果を考慮にいれれば，所得税の再分配効果を引き下げる方向の改革が 

求められるところであろう。
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